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本日の内容
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• イノベーションと企業活動について

• デジタル化と企業活動について

• 働き方の改善と企業活動について
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イノベーションと企業活動について



資料出所：Wikipediaより抜粋編集
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イノベーションとは

• イノベーションとは、物事の「新機軸」「新結合」「新しい切り口」「新しい
捉え方」「新しい活用法」（を創造する行為）のこと。

• 一般には新しい技術の発明を指すという意味に誤認されることが多いが、それ
だけでなく新しいアイデアから社会的意義のある新たな価値を創造し、社会的
に大きな変化をもたらす自発的な人・組織・社会の幅広い変革を意味する。

• それまでのモノ・仕組みなどに対して全く新しい技術や考え方を取り入れて新
たな価値を生み出して社会的に大きな変化を起こすことを指す。



資料出所：2015年版 中小企業白書（中小企業庁） 5

イノベーションの類型について



資料出所：「全国イノベーション調査２０２０年調査統計報告」
（２０２１年１０月、文部科学省科学技術・学術政策研究所）
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イノベーション活動実行企業率と実現企業率

• イノベーション実行企業、イノベーション実現企業ともに大規模になるほど割合が高くなる。
• 実行企業に対する実現企業の割合は小規模になるほど低くなるものの、有意差は大きくない。
• イノベーションを実行することでイノベーション実現の可能性が生じ、その割合は低くないと

言える。
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イノベーション達成状況別に見た経常利益の傾向

資料出所：2015年版 中小企業白書（中小企業庁）

• プロダクト・イノベーション、プロセス・イノベーションともに達成企業の利益が増益傾向に
あり、中小企業の収益性を向上させる効果がある。



8

類型別に見たイノベーションの状況

資料出所：2015年版 中小企業白書（中小企業庁）

• プロダクト・イノベーションでは既存商品・サービスの大幅な改善が多く、プロセス・イノベー
ションでも製造方法や提供方法の大幅な改善が多い。

• 革新的なイノベーションよりも漸進的なイノベーション活動を行うケースが多いと言える。



資料出所：科学技術・学術政策研究所ＨＰより
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イノベーションの画期性と企業成長について
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デジタル化と企業活動について



資料出所：「中小企業のイノベーション実態調査」報告書
（２０２１年３月、東京商工会議所）
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ＩＴの活用状況とイノベーション活動の取組み状況



資料出所：「新しい出路輝技術と労使コミュニケーションに関する研究」
（２０２１年５月、（独）労働政策研究・研修機構）よりグラフを再作成 12

活用している新しいデジタル技術（企業規模別）

※３０人以上の規模の企業に対する調査結果、事業所の総平均人数は２５１人
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企業規模別のデジタル技術（％、N=1264、M.A.）

クラウド ＲＰＡ ロボット ＡＩ（機械学習を含む） ＩｏＴ、ビッグデータ

３Ｄプリンター 上記以外のＩＣＴ技術 その他 無回答

• 規模別にみると、小規模の企業においてクラウドの導入率が高く、ＲＰＡの導入率はほぼ規模
に比例している一方、5,000人以上の企業で低く、逆に30～49人の企業で高くなっている。

用語の簡単な説明：
ＲＰＡ：定型的な事務作業などを自動的に処理するソフトウェアロボット
ＡＩ：機械学習などを行う人工知能ソフトウェア
ＩｏＴ：機械などのモノをネットワーク化して解析・利用する仕組み
ビッグデータ：ＩｏＴやネットワークなどから収集した大量のデータを解析・利用する仕組み



資料出所：「新しい出路輝技術と労使コミュニケーションに関する研究」
（２０２１年５月、（独）労働政策研究・研修機構）よりグラフを再作成
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新しいデジタル技術導入の狙いと上がった効果

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

定型的業務の効率・生産性の向上

人件費の削減

オフィスコストの削減

非定型的、創造的業務の効率・生産性の向上

自社の製品・サービスの競争力の強化

従業員のゆとりと健康的な生活の確保

顧客満足度の向上

現在のビジネスモデルの変革

現在の企業マインドの変革

優秀な人材の育成と確保

これまでとは異なる新規事業分野への進出

その他

新しいデジタル技術導入の狙いと上がった効果（％、N=1264、M.A.）

ねらい

効果

• 導入の狙いと上がった効果の双方で高かったのは定型業務の効率・生産性の向上であり、人件
費の削減、オフィスコストの削減と続くが、ビジネスモデルや企業マインドの変革といった意
見は少なく、デジタル技術導入の主な狙いは定常的コスト削減にあると思われる。
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売上高IT投資比率と労働生産性の伸び率

資料出所：2021年版 中小企業白書（中小企業庁）

• 売上高IT投資比率と労働生産性の伸び率の間で明瞭な因果関係は確認できないといえる。
• 大規模な投資の場合には、効果が現れるまでに時間がかかるなどといった要因も想定されるほ

か、必要のある取り組みとIT投資のミスマッチの可能性も考えられる。
• 特に中小企業のIT投資は必ずしも大規模なものが有効とは限らないともいえる。
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デジタル化推進による業績への影響

資料出所：2021年版 中小企業白書（中小企業庁）

• ＩＴ投資額が増加傾向にある企業は、業績にプラスの影響があるとする企業が多く、ＩＴ投資は
行うメリットが大きいと言える。



資料出所：「新しい出路輝技術と労使コミュニケーションに関する研究」
（２０２１年５月、（独）労働政策研究・研修機構）よりグラフを再作成
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デジタル技術導入時の協議による効果
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現場の意見が反映され、効果的な実施につながった

従業員の理解を得て、導入・運用が計画通り進んだ

従業員の納得感が高まり、円滑な実施につながった

現場の意見を反映して、無駄のない導入・運用につながった

現場の意見を反映して、導入の効果が大きくなった

従業員の能力開発の推進につながった

従業員に求める人材像の明確化につながった

その他の効果があった

無回答

従業員との協議による効果（％、N=539、M.A.）

• 協議を行うことで現場の意見が反映されて効果的な実施につながったとする意見や導入・運用
の円滑化につながったとする意見や、導入の効果が大きくなったとする意見が多く、協議を行
うことでデジタル技術の効果的な導入を行うことにつながっている。



17

デジタル化に伴う業務プロセスの見直しと業績への影響

資料出所：2021年版 中小企業白書（中小企業庁）

• デジタル化において業務プロセスの全体を刷新した企業の方が一部の見直しにとどまる企業や見
直しを行わなかった企業に比べてプラスの影響を及ぼした割合が高く、また、企業規模に関わら
ずプラスの影響を及ぼしている。
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業務プロセスの見直し方法によるＩＴ化と労働生産性

資料出所：2021年版 中小企業白書（中小企業庁）

• 業務プロセスの見直しに合わせてＩＴツールシステムの導入を行うよりも、導入するＩＴツー
ル・システムに合わせて業務プロセスの見直しを行う方が労働生産性が高くなる。
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テレワークと労働生産性

資料出所：令和３年版情報通信白書（総務省）

• テレワーク導入により労働生産性は２００万円程度上昇し、労働生産性上昇の傾向は直近１０
年を通じて変わらない。

• 生産性向上の観点からは、テレワークは導入するほうがよいといえる。
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老舗醤油会社におけるＲＰＡ導入事例

資料出所：2021年版 中小企業白書（中小企業庁）

• 売上げの約80％を「御用聞き」による一般消費者への直販で稼ぐ老舗しょうゆ会社。
• きめ細かな営業活動のため、顧客情報の管理業務などに時間が掛かり、従業員の退社時刻が遅

くなるのが課題。
• RPAの導入で連絡を必要とする顧客の抽出、リスト作成を自動化。
• 導入前１年間と導入後の１年間を比較すると、従業員の残業時間が１人当たり月３時間６分減

少し、コールセンターでは１件の電話アポイントを得る平均時間が2.6 分短縮。
• RPAにより自動作成されたリストを用いて訪問先で購入履歴を一目で確認でき、顧客と親密に

会話する時間が増えたことが売上げと仕事に対するモチベーション向上に貢献。
• 感染症拡大の影響でRPA未導入の卸売部門が前年同期比で約20％減に対し、御用聞き部門は

3.5％減にとどまった。
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清掃会社におけるクラウドサービス導入事例

資料出所：2021年版 中小企業白書（中小企業庁）

• 契約物件は東北、関東、近畿、九州の７府県に点在。スタッフの９割以上を短時間雇用で契約
する子育て世代の女性が占めている。

• 大口注文が入り、直行直帰できる新規スタッフを採用することを契機に、モチベーション維持
や、清掃サービスの品質の維持のためにクラウド型コミュニケーションツールを導入し、次い
でクラウド型の業務改善グループウェアを追加導入。

• 導入効果が最も大きかった作業報告は社外の人も確認できる仕組みとしているほか、顧客との
コミュニケーションも可能となり、従業員のモティベーション向上に寄与しているほか、クラ
ウド上に蓄積される報告書は2021年１月末現在で12万件を超えており、ノウハウの宝庫となっ
ている。

• クラウドサービス導入後５年間で営業エリアの市区町村数は１１倍、清掃契約棟数は７倍、雇
用者数は３倍に伸びたほか、定着率も向上。
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働き方の改善と企業活動について
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労働時間と労働生産性の関係

資料出所：平成29年版 労働経済白書（厚生労働省）

• マクロ的にみると労働時間が短いほど労働生産性が高くなることから、労働生産性向上には
ワーク・ライフ・バランスの推進も効果的と思われる。



資料出所：平成29年版 労働経済の分析（厚生労働省）
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柔軟な働き方とイノベーションの実現



資料出所：平成29年版 労働経済の分析（厚生労働省）
25

多様な人材の活用と企業成長について



資料出所：平成29年版 労働経済の分析（厚生労働省）
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人事評価とイノベーションの実現



資料出所：平成29年版 労働経済の分析（厚生労働省）
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ワーク・ライフ・バランスと企業成長について
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企業活動と働き方の改善について

• イノベーション活動を行うことで、必ずしも実現に至らなくても収益が増
加する確率が高まることから、イノベ－ションは企業として持続的に取り
組む価値のあることと言える。

• デジタル化・ＩＣＴ化を推進している企業は業績が上昇する傾向にあり、
今後の技術進展を考慮してもデジタル化の推進と持続的な投資は必要と言
える。

• イノベーションの実現やデジタル化の推進においても、多様な働き方の推
進や人事評価の見直し、労使コミュニケーションなどが大きな影響を及ぼ
す要素となることから、働き方の見直し・改善は企業が持続的に取り組む
べきことであると言える。


